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三河港湾
みかわこうわん

三河港では津波・高潮からの迅速な避難や被災時の港湾機能の早期回復を目的とした「三河港BCP」

が平成27年３月に策定されました。

「三河港BCP」では、発災後に各関係機関がとるべき行動計画を定め、それぞれの役割に沿った行動を

とることとなっております。こうした計画の実効性を高めるための取り組みとして、三河港BCP 訓練

（実地訓練）が10月28日（水）、三河港務所及び神野東地区３号岸壁第７バースを訓練会場として三河

港災害時対策会議構成員等、３３機関の参加により開催されました。

三河港湾事務所は陸上及び海上からの港湾施設点検・被災状況調査に参加し、岸壁に沈下や陥没がない

か測量や船上から目視での点検を行いました。その後、港湾業務艇“しおさい”による緊急物資海上輸

送・陸揚げ、トラックへの積み込みにも取り組みました。

また、三河港湾事務所に災害対策支部を立ち上げ、現地から衛星通信機器を使用した通信訓練を行いま

した。

当事務所では災害時各機関と連携し迅速な対応ができるよう今後も訓練に参加します。

＜緊急物資海上輸送イメージ＞

港湾施設点検・被災状況調査

緊急物資海上輸送

三河港BCP の詳細につきましては、愛知県三河港務所のホームページにてご確認ください。

http://www.pref.aichi.jp/kensetsu-somu/mikawa-komu/
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※一部の地域を除きます。

海とみなとの相談窓口

～三遠地域の未来創生「連携」宣言～ を採択

第14回三河湾部会を開催しました

11月2日（月）に三遠地域の首長9名を含む約200名が参加した「三

遠地域の未来づくりシンポジウム」が穂の国とよはし芸術劇場プラットで

開催されました。

地元企業6社から「道路・港湾のインフラ整備が三遠地域にもたらした

ストック効果と期待」をテーマとして提言発表が行われ、「これまでの三

河港や名豊道路等の幹線道路の整備により、生産活動の各種物流において

ストック効果が明確に発揮されている」「三河港から上海向け航路の増便

を期待する」等が挙げられました。

11月24日（火）に、「第14回伊勢湾再生海域検討会三河湾部会」（以下「三河湾部会」）を開催し

ました。三河湾部会は、伊勢湾再生海域推進プログラムに位置付けられた「多様な生物がいきづくうみの

保全」に向け、三河湾の環境改善対策について検討するため、「伊勢湾再生海域検討会」の専門部会とし

て平成21年7月に設立され、今年で7年目になります。

部会の様子

「三遠地域の未来創生『連携』宣言」が

採択された様子

今回の三河湾部会では、部会長である中田特任教授（名城大学大学院総

合学術研究科）の議事進行のもと、事務局から提案した干潟・浅場の「試

験施工の検討」、「造成による整備効果の検討」についての議論をしてい

ただきました。各委員からは、試験施工の候補地について、河川水の流入

が二枚貝の生息に良い点や、すでに生育している生物への配慮が必要な旨

の意見、また整備効果として、ダムに堆積する砂を使って干潟を造成した

場合に得られる効果も重要である旨の意見をいただきました。

今後は、いただいた意見を踏まえ試験施工箇所の調整を進めて行くこと

としています。

地元企業からの提言を受けて「官民連携による三遠地域の未来づくり」をテーマとして、コーディネー

ターに愛知大学戸田教授を招き、地元首長及び経済界の代表によるパネルディスカッションを行いました。

各パネラーからは、「道路や港湾などのインフラの連携した整備により企業誘致、雇用・労働力の確保、

地域の利便性の向上を期待」「官と民がインフラ整備によるストック効果を連携して発信し、地域整備を

進めることが重要」「行政境を超え、この地域で連携していくことが重要」などの意見が出されました。

各企業の提言発表・パネルディスカッションの議論を踏まえ、今後の輝かしい三遠地域の未来創生のた

めの「三遠地域の未来創生『連携』宣言」を採択し、「官と民の連携」「港湾と道路の連携」「地域の連

携」の３つの連携により地域が連携して取り組んでいくことが宣言されました。


